
 

沖縄県北西部台風及び津波対策委員会実施規則 

 

１ 総則 

（１） 渡久地港、運天港及び沖縄県北西部各港に影響を与える台風、津波及

び急速に発達する低気圧等の襲来が予想される場合において、那覇海上

保安部長が渡久地港及び運天港の在泊船舶等に対して港則法第３９条

第４項に基づく警戒体制（第一体制）及び避難勧告（第二体制）（以下、

「体制」という。）を発出したとき、気象庁から南海トラフ地震臨時情

報が発表されたときは、各船舶等は２項目に定める要領により措置する

ものとする。 

 

（２） 渡久地港及び運天港以外の各港においては、那覇海上保安部長が渡久

地港及び運天港に発出する体制を参考にして、それぞれ独自の台風及び

津波対策を実施するものとする 

 

（３） 体制の発出及び解除の周知は、３項目に定める要領により行うものと

する。 

 

２ 体制等の区分と船舶のとるべき措置 

（１） 台風の場合 

区     分 措     置 

【警戒体制（第一体制）の発出】 

 風速２５メートル以上の暴風域が 

４８時間以内に沖縄県北西部の各港

に到達すると予想される場合。 

① 在港船舶は、荒天準備を行い直ちに避難

対策ができるように準備すること。 

② 警戒体制（第一体制）が発出された場合

には、港外に避難を予定している船舶は原

則として入港しないこと。 

【避難勧告（第二体制）の発出】 

 風速２５メートル以上の暴風域が 

２４時間以内に沖縄県北西部の各港

に到達すると予想される場合。 

港内の安全な場所に避難できる船舶以外

は速やかに港外に避難すること。 

ただし、港内であっても危険であると那

覇海上保安部長が判断した場合は、港外へ

避難すること。 

【体制の解除】 

 台風の影響圏外となり、次第に平穏

となるものと予想される場合。 

各船舶は、那覇海上保安部長による体制

の解除がなされたことを確認の後、避難準

備を復旧し、又は入港する。 

 



 

（２） 津波の場合 

地震の発生に伴い、気象庁から「大津波警報、津波警報」又は「津波注意

報」（以下、「津波警報等」という。）が発表された場合、那覇海上保安部長

は、下表の区分による体制を勧告するものとするが、那覇海上保安部長によ

る体制の発出に際し、時間的余裕がないことも考えられることから、船舶は、

地震の発生等があった際は、気象情報に留意し、情報入手に努めるとともに、

津波警報等が発表された場合は、那覇海上保安部長から体制が発出されたも

のとして、速やかに「津波に対する船舶対応表」（別紙１）に定める内容を

参考に対応すること。 

なお、避難に際しては、船舶は、必ずしも「津波に対する船舶対応表」（別

紙１）の措置内容に従う必要はなく、人命の安全を第一に考え、津波到達ま

でに時間的余裕がない場合は、まずは、乗客、乗組員等を陸上の安全な場所

に避難させることを念頭に対応すること。 

区    分 措    置 

【警戒体制（第一体制）の発出】 

気象庁により沖縄本島地方に津

波注意報が発表された場合。 

①  荷役・作業中の船舶は、作業を中止し、

地震・津波情報の入手に努めること。 

②  在泊船舶は、津波の襲来に備え「津

波に対する船舶対応表」（別紙１）に

定める所要の措置を参考に対応する

こと。 

 

【避難勧告（第二体制）の発出】 

気象庁により沖縄本島地方に津

波警報（大津波警報を含む）が発表

された場合。 

【体制の解除】 

 津波警報等が解除された場合。 

各船舶は、津波等による施設被害や航路

障害物、水深の変化等の情報に十分留意し

て、港外避難等措置を復旧し、又は入港す

る。 

   

（３） 急速に発達する低気圧等の場合 

区    分 措    置 

【避難勧告（第二体制）の発出】 

気象庁により東シナ海南部に海

上暴風警報（風速２４．５ｍ／ｓｅ

ｃ以上）が発表された場合。 

港内の安全な場所に避難できる船舶以外

は速やかに港外に避難すること。 

ただし、港内であっても危険であると那

覇海上保安部長が判断した場合は、港外へ

避難すること。 

【避難勧告（第二体制）の解除】 

海上暴風警報（風速２４．５ｍ／

ｓｅｃ以上）が解除された場合。 

 各船舶は、避難準備を復旧し、又は入港

する。 



 

 

（４） 南海トラフ地震臨時情報の場合 

「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」に基づき、気象庁から「南海ト

ラフ地震臨時情報」が発表された場合は、那覇海上保安部長は下表の区分に

よる体制を執るべきことを勧告するものとする。 

区    分 措    置 

【情報伝達】 

「南海トラフ地震臨時情報（調査

中）」又は「南海トラフ地震臨時情

報（調査終了）」 

 在泊船舶は、南海トラフ地震臨時情報に

係る気象庁の発表に留意すること。 

【注意喚起】 

「南海トラフ地震臨時情報（巨大

地震注意）」が発表された場合。

（発表期間１週間が経過後、「政

府としての特別な注意の呼びか

けの終了に切換わる。） 

①  在泊船舶は、南海トラフ地震臨時情報

に係る情報の入手に努めること。 

②  連絡系統、避難方法、避難海域の確認

を行っておくこと。 

【勧告】 

「南海トラフ地震臨時情報（巨大

地震警戒）」が発表された場合、

【勧告】「南海トラフ地震警戒強

化」を発出する。（発表期間１週間

が経過後、【勧告】「南海トラフ地

震警戒強化」を解除し、「南海トラ

フ地震臨時情報（巨大地震警戒）」

から「南海トラフ地震臨時情報

（巨大地震注意）」に切換わる。） 

在泊船舶は、避難準備を行い、直ちに出

港できる体制を整えるとともに南海トラフ

地震臨時情報に係る情報の入手に努めるこ

と。 

また、以下の内容について、予め確認し

ておくこと。 

・避難に必要な支援体制の確保 

・岸壁管理者の対応 

・荷主等の対応 

・避難方法、避難海域 

なお、避難に必要な支援体制を受けら

れない等の状況が予想される場合にあ

っては、自主的に安全な海域に避難して

おくこと。 

（ア）  南海トラフの想定震源域またはその周辺で速度的に解析された

モーメントマグニチュード（以下「Ｍ」という。）６．８程度以上の

地震（以下「先発地震」という。）や短い時間に南海トラフ想定震源

域のプレート境界の固着状況が明らかに変化しているような通常

と異なるゆっくりすべりを観測した際は、気象庁から南海トラフ地

震との関連性について調査を開始する旨の「南海トラフ地震臨時情



 

報（調査中）」が発表される。 

（イ）  （ア）の情報が発表された後、発生した現象について評価を行う

ため、有識者からなる「南海トラフ沿いの地震に関する評価検討会」

が開催され、その評価結果を受け、気象庁から「南海トラフ地震臨

時情報（巨大地震警戒）」（以下「巨大地震警戒」という。）（※１）

や「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）」（以下「巨大地震注

意」という。）（※２）が発表される。 

なお、巨大地震警戒又は巨大地震注意のいずれの発表条件も満た

さなかった場合は、気象庁から「南海トラフ地震臨時情報（調査終

了）」が発表される。 

（ウ）  （イ）の巨大地震警戒又は巨大地震注意の発表後、地震活動や地

殻変動の状況について、適宜気象庁から「南海トラフ地震関連解説

情報」が発表される。 

ただし、後発地震発生の可能性が高まったと評価された場合でも、

南海トラフ地震が発生しないこともあることに留意が必要。 

※１ 南海トラフの想定震源域内のプレート境界においてＭ８．０以

上の地震が発生した場合に発表。 

※２ 後発地震が発生しないまま巨大地震警戒が解除された場合、南

海トラフの想定震源域内のプレート境界においてМ７．０以上、

М８．０未満の地震が発生した場合、同プレート境界以外や想定

震源域の海溝軸外側５０キロメートル程度までの範囲でＭ７．０

以上の地震が発生した場合ゆっくりすべりが観測された場合に

発表。 

 

３ 体制の周知連絡要領 

（１） 巡視艇が港内を巡回し、サイレン及び拡声器等で体制の発出を周知

する。 

（２） 発出は、会員にＦＡＸ及びメールにより通知する。 

なお、上記による通知が困難な場合は、各会員へ「台風及び津波対策

連絡系統図」により順次電話で連絡する。 

（３） 第十一管区海上保安本部救難課運用司令センター（おきなわほあん）

から無線で放送する。 

（４） 避難勧告（第二体制）については、要請があれば避難勧告文を配布す

る。 

 

４ その他 



 

渡久地港及び運天港において、船舶が避難勧告（第二体制）に応じない場合

で、当該船舶の港内在泊が港内の安全確保に著しく支障があると那覇海上保安

部長が認めた場合は、港則法第３９条第３項に基づく退去命令等が出されるこ

とがある。 

 

  附則 

平成２２年６月２５日 一部改正 

平成２２年７月 １日 施行 

平成２５年５月３１日 一部改正 

平成２７年７月 ２日 一部改正 

令和 元年６月１４日 一部改正 

令和 ３年７月３０日 一部改正 

令和 ６年６月２７日 一部改正 

令和 ７年６月１２日 一部改正 


